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1.主要な事業内容の概要 

  1）事業者及び代表者 

     株式会社 ヒロコム 

     代表取締役 廣瀬 直樹 

 

  2）所在地 

     〒457-0821 

     愛知県名古屋市南区弥次ヱ町二丁目５８－１ 

     TEL052-612-9953  FAX052-612-9954 

     URL：https://sanpai-nagoya.jp/  

 

  3）設立年月日 

     2005年10月1日                             

         

 4）資本金 

     2,200万円                                

                                         

  5）環境管理責任者及び連絡先 

     環境管理責任者  井村 健 

     担当者      宮田 沙也加 

     連絡先     TEL052-612-9953 

 

  6）沿革 

     2001年有限会社ヒロセを主に金属回収及び産業廃棄物収集運搬業とし発足し、2003年名古屋市南

区に産業廃棄物中間処分施設を開設する。平成17年に産業廃棄物部門を、株式会社ヒロコムとし分

社した。 

 

  7）認証登録範囲 全組織・全活動  本社・工場 

    事業活動  産業廃棄物収集運搬・中間処分 金属買取 

 

8)事業の規模 

事業の規模 単位 2020年 2021年 2022年 

中間処分量 t 4,560 4,675 4,397 

収集運搬量 t 3,051 3,132 3,115 

売上高 百万円 400 410 420 

従業員数 人 15 17 18 

床面積 ㎡ 980 980 980 

 

 

 

https://sanpai-nagoya.jp/
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  9）事業活動の内容 

     産業廃棄物中間処分業及び産業廃棄物収集運搬業 

 

【受託産業廃棄物処理工程図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※廃棄物の単価については、随時お見積り致します。 

 

 

10）産業廃棄物の処理量 

  2020年度 2021年度 2022年度 

総入荷量 4,560 t 4,675ｔ 4,767ｔ 

うち収集運搬量 3,051 t 3,132ｔ 3,115ｔ 

うち他社運搬量 1,509 t 1,543ｔ 1,652ｔ 

中間処分量 4,560 t 4,675ｔ 4,397ｔ 

 うち再資源化等量 2,802 t 2,825ｔ 2,274ｔ 

最終処分量   1,758 t  1,850ｔ  2,123ｔ 

 

 

 

廃プラスチック類 

紙くず 

木くず 

繊維くず 

金属くず 

ｶﾞﾗｽくず、ｺﾝｸﾘｰﾄくず及び

陶磁器くず 

がれき類 

受託廃棄物 

 

選 

別 

及 

び 

破 
砕 

工 

程 

廃プラスチック類 

紙くず 

木くず 

ｶﾞﾗｽくず、ｺﾝｸﾘｰﾄくず及び

陶磁器くず 

 

がれき類 

再生施設 委
託 

廃プラスチック類 

ｶﾞﾗｽくず、ｺﾝｸﾘｰﾄくず及び

陶磁器くず 

がれき 

埋立処分場 
委
託 

廃プラスチック類 

紙くず 

木くず 

繊維くず 

焼却施設 
委
託 

廃プラスチック類 

紙くず 

金属くず 

再生事業者 
有
価
売
却 
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11）事業所施設略図 
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12）許可証一覧 

許可区分 
県及び政令

指定都市名 
許可番号 更新年月日 有効年月日 

産業廃棄物 

中間処分業 
名古屋市 第06420075260号 平成30年11月1日 平成35年10月31日 

産業廃棄物 

収集運搬業 
愛知県 第02300075260号 令和3年3月16日 令和8年3月15日 

特別管理 

産業廃棄物 

収集運搬業 

愛知県 第02350075260号 令和2年12月18日 令和7年12月17日 

産業廃棄物 

収集運搬業 
岐阜県 第02100075260号 令和3年10月25日 令和8年10月24日  

産業廃棄物 

収集運搬業 
三重県 第02400075260号 令和3年12月14日 令和8年12月13日 

産業廃棄物

収集運搬業 

（積替え保管） 

名古屋市 第06410075260号 令和3年7月1日 令和8年6月30日 

※積替え保管 面積：98.95㎡ 保管上限：140.56㎥ 

 

13）事業の範囲一覧 

事業の区分 廃棄物の種類 能力 

収集運搬業 

廃プラスチック類・紙くず・木くず・繊維くず・金属くず・ 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず・がれき類・汚泥・

廃油・廃酸・廃アルカリ・燃え殻・動植物性残さ 

許可車両 

12台 

特別管理 

収集運搬業 

引火性廃油・腐食性廃酸・廃植性廃アルカリ・特定有害廃石綿 許可車両 

12台 

中間処分業 

選別 

廃プラスチック類・紙くず・木くず・繊維くず・金属くず・ 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず・がれき類 
168t／1日 

中間処分業 

破砕 

廃プラスチック類(4.6t/日)・紙くず(5.5t/日)・木くず(4.46t/

日)・繊維くず(4.53t/日)・金属くず(6.77t/日)・ 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず(10.3t/日) 

日(8時間) 

 

14）許可車両及び保有設備  （～2023年3月31まで） 

収集運搬車両 

ｱｰﾑﾛｰﾙ車×5台･小型ｸﾚｰﾝ車(7t)×1台･平車×2台 

ﾊﾟﾜｰｹﾞｰﾄ車(2t)×2台･ｱｰﾑﾛｰﾙ小型ｸﾚｰﾝ車×1台･

ﾊﾟｯｶｰ車×1台 

合計12台 

作業車両 
2.5tﾌｫｰｸﾘﾌﾄ×2台・2.5t回転ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ×１台 

0.45ﾊﾞｯｸﾎｰ×1台 
合計４台 

機械設備 選別ライン×1・破砕機(22kw)×1 合計2基 
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2.エコアクション２１組織体制図 

                                

２０１５年６月１日より組織体制を下記組織体制図のとおりとする。 

２０２３年４月１日現在（合計１８名）   

 

 

代表取締役 ・環境方針の策定及び誓約・公表 

・経営資源の準備（人材・資金・育成等） 

・代表者による全体の評価と見直し 

・環境レポートの承認 

環境管理責任者 ・EA21システムの確立・実施 

・環境負荷・取組への自己チェックの承認 

・環境関連法規のとりまとめ及び遵守状況の承認 

・環境目標及び環境活動計画の策定 

・環境レポートの確認 

・教育・訓練計画の策定と実施 

・緊急時対応訓練推進 

環境管理事務局 ・環境負荷・取組への自己チェックの実施 

・環境関連法規の取りまとめ及び遵守状況の確認 

・環境文書及び記録の作成・管理 

・環境レポートの作成 

全従業員 

 

・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚 

・決められたことを守り、自主的･積極的に環境活動へ参加 

代表取締役 廣瀬直樹 

環境管理責任者 井村 健 

環境管理事務局 宮田沙也加 

収集運搬課 坂崎光彦 中間処理課 荒川富則 

従業員 6

名 

従業員 従業員 3

名 

従業員 

営業部 木村 正浩 
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3.環 境 経 営 方 針 

 
 

《環境理念》 
私達は、子供達や孫の世代まで、住み良い環境を創造する為に、 

リサイクル技術や知識の向上を全社員一丸となり目指します。 

  当社は「100％リサイクル」を目標とし「人材育成」に力を注ぎ、道徳心のある社員づくりに全力で取

り組みます。 

  環境問題に対して企業の社会的責任を深く認識し、循環型社会の創造を目指します。 

 

《基本方針》 
1)．【環境法規等の遵守】 

   環境に関する諸法規及び環境条例、その他当社が同意する協定等の要求事項を遵守し、企業の社会的

責任を果たします。 

 

2)．【二酸化炭素排出量の削減】 
   電気、化石燃料などの使用量を削減し、環境負荷の抑制に努めます。 

 

3)．【廃棄物の削減・リサイクル】 
   廃棄物の分別と資源リサイクルを促進し、最終処分量を減らし、循環型社会の形成に貢献します。 

 

4)．【水使用量の削減・グリーン購入】 
   節水に努め、水使用量の削減に取り組み、グリーン購入を促進し、資源を有効活用します。 

 

5)．【環境管理体制】 
   環境方針を全社員に周知し、環境目標を設定し、定期的に見直す事により、継続的に環境改善に取り

組みます。 

 

6)．【環境コミュニケーション】 
   環境活動レポートを社内外に広く公表します。 

 

7)．【環境教育】 
   環境教育を全社員に行い、人材育成に努めます。 

 

 

                         制定日 ２００８年 １１月 １日 

  

株式会社 ヒロコム 

                 

代表取締役 廣瀬 直樹  
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〇2021年度以降の環境目標の設定

第14年次目標
(2009年）設定 2022年4月～
(2022年）改定

※電力のCO2排出係数は中部電力ミライズ㈱2020年度調整後排出係数0.379と、
　　中央電力㈱2020年度調整後排出係数0.488を採用しております。

〇2022年度の目標数値と結果（4月～3月）

単位
使用電力量 kwh

使用電力の削減 kwh/廃棄物ｔ
ガソリン使用量 ℓ
ガソリン使用量の削減 ℓ/廃棄物ｔ
軽油使用量 ℓ
軽油使用量の削減 ℓ/廃棄物ｔ
原単位評価 総量/廃棄物量

合計（総量） ㎏-CO2/ｔ
水使用量 ㎥
水使用量の削減 ㎥

個
％

108.640
3%Down

4545

6.369
1%Down

  

7.79
2%Down 3%Down
7.877.95

1%Down
0.586

61.62
1%Up 2%Up 3%Up

目標数値

61.02

48,061

62.23

2023年3月～

第16年次目標
2024年4月～

2025年3月～

0.580
3%Down

kwh/廃棄物ｔ
使用電力の

削減

単位
基準数値

6.501

109.790
3%Down

8.04

0.598

個

110.880
1%Down

1%Down
ℓ/廃棄物ｔ

45グリーン購入数

水使用量の削減

軽油使用量
の削減

年次目標

㎥

3,991

40,735

4.環境経営目標とその実績

第15年次目標
2023年4月～

2024年3月～

0.586

60.42

6.567

2%Down
45

 

2%Down
6.435

ℓ/廃棄物ｔ

％

112

2%Down

ガソリン使用
量の削減

廃棄物のリサイクル率

二酸化炭
素排出量
の削減

 

60.42 51.71 85.6%
45

・化学物質は取り扱っておりません。

134639

153

結果

8.544

 

73.2%

 

112

10.08

0.837

廃棄物のリサイクル率
グリーン購入率数

水使用量の削減

二酸化炭素排出量の削減

78.9%
 

 
70.0%

45 100.0%

6.501
92.1%

7.95

0.586

76.1%

153

0.026 0.028
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5．環境経営計画 

   ※二酸化炭素排出量削減の為、軽油・ガソリン使用量の削減をすすめます。 

      ①.エコドライブ 

     ②.アイドリングストップ 

     ③.燃費等データーの把握 

     ④.車両点検の徹底（毎日） 

    ※二酸化炭素排出量削減の為、電気使用量の削減をすすめます。 

     ⑤.エアコンの温度設定（夏季28℃冬季21℃）の厳守 

     ⑥.蛍光灯等照明器具の消燈 

     ⑦.節電告知ラベル貼付け 

    ※水資源節約の為、社員全員で節水に努めます。 

     ⑧.節水告知ラベル貼付け 

     ⑨.洗車水・散水の節約 

     ⑩.節水コマの取付け 

    ※資源節約の為、受託廃棄物のリサイクル率100％を目指します。 

     ⑪.受託廃棄物のリサイクル率アップ 

     ⑫.排出者への分別等の提案 

    ※環境影響を緩和する為、グリーン購入を推奨します。 

     ⑬.グリーン購入の推進 

     ⑭.その他コピー用紙の裏紙使用 

 

6．環境経営目標の実績評価と次年度の計画 

 目標 達成状況 評価 次年度の計画 

使用電力の削減 未達成 新事務所に変わったため

使用量が増えた。 

目標の見直しが必要。 

ガソリン使用量

の削減 

未達成 自社処分場を経由しない

廃棄物量が増えた。 

目標の見直しが必要。 

軽油使用量の削

減 

未達成 自社処分場を経由しない

廃棄物量が増えた。 

目標の見直しが必要。 

二酸化炭素排出

量削減 

未達成 自社処分場を経由しない

廃棄物量が増えた。 

目標の見直しが必要。 

水使用量の削減 未達成 熱中症対策の為、水を撒

く量が増えた。 

目標の見直しが必要。 

グリーン購入率 達成 計画通り実施できた。 引き続き購入率を上げる。 

廃棄物リサイク

ル率 

未達成 プラスチィックのリサイ

クルが出来なくなり目標

のリサイクル率に届かな

かった。 

リサイクル率の目標値の見直

しが必要。 



7．関係法令の遵守 

  1）主な環境関連法規等のとりまとめ及びチェック 

当社が遵守しなければならない主な環境関連法規等は義務欄にチェックのある法規であり、環境活動の推

進に努める法規は責務欄にチェックのある法規です。

更新日：2020年 6月16日
ﾁｪｯｸ日：2023年 4月 3日

義務 責務 遵守
第8条

第5条

■事業者の責務

第14条 ■事業者の責務

第4条

第12条 ■対策域内での使用及び所有の不可

第6条 ■特定製品（業務用エアコン、冷蔵庫等）の
整備・廃棄時のフロン回収・破壊
■引取証明書による回収・破壊の工程の確認（簡
易点検）

■水質基準の遵守

■定期的な清掃及び点検

第10条 ■下水道への放流 ○ ○
第５条

第6条 ■特定施設（施行令別表第1）の届出

　　例：空気圧縮機・送風機7.5kw以上

第8条

第５条

第6条 ■特定施設（施行令別表第1）の届出

第14条 ■産業廃棄物処理業者は市町村長の許可が
必要

第12条 ■保管基準の遵守（表示、衛生管理等）

■許可業者に委託（産廃は契約）

第12条-
10

■多量排出事業者の削減計画提出・報告

第12条-3 ■マニュフェスト発行・返送遅延時の届出

第2条上 ■ポリ塩化ビフェニル廃棄物

当社は許可上請負うことができない

第5条 ■事業者の責務 ○ ○

■特定製品（テレビ、エアコン、冷蔵庫等、洗
濯機）の回収・運搬に関し適切な引渡 ○ ○

■自動車の所有者の責務

■自動車の廃棄・使用済自動車の引渡義務

■燃料の燃焼の合理化

■電気の動力、熱等への変換の合理化

■記録・点検・処置

■判断基準の遵守

○消防法 第31条の4 ■消防用設備等の点検と報告 ○ ○

○道路交通法 〇 ○

○

○

○第89条

○

■マニュフェスト交付状況の報告（電子マニ
フェストの為不要）

○特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

○使用済自動車の再資源化等に関する法律

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル

○市民の生活環境の保全等に関する条例

○ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進
に関する特別措置法（PCB処理法）

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物
処理法）

○国等による環境物品等の調達の推進等に関す
る法律(グリーン購入法）

〇 ○

第5条

■再生資源になるものを徹底選別

○

○

第5条

○

○

そ
の

他

エ
ネ
ル
ギ
ー

○エネルギーの使用の合理化に関する
法律(省エネ法）

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○

○

法規制等取りまとめチェック欄

○

○

○振動規制法

○○

■特定施設の変更届（騒音が増加しない場合
はこの限りではない）

○○

○○

○騒音規制法

大
気

○環境基本法

○環境情報の提供の促進等による特定事業者等
の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律

○地球温暖化対策の推進に関する法律

○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育
の推進に関する法律

騒
音

水
質

○自動車から排出される窒素感化物及び粒子状
物質の特定地域における総量の削減等に関する
特別措置法（自動車Noｘ・PM法）

環境関連法規の取りまとめ

法令等の名称

■特定工場、特定施設を設置している事業所
は規制基準を遵守

■特定工場、特定施設を設置している事業所
は規制基準を遵守

■事業者の責務（温室効果ガス排出の抑制
に努める）

■事業者の責務（ばい煙、汚水、廃棄物等の
処理その他の公害防止、自然環境の保全に
必要な処置を講ずる。製品の使用又は廃棄
による環境への負荷の低減に努める）

該当する条
項等

適用される要求事項

■事業者の責務（自動車排出窒素酸化物等
の排出抑制に努める）

○下水道法

○フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に
関する法律

○水質汚濁防止法

振
動

基
本
・
一
般
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2）違反・訴訟等 

     環境関連法規への違反は過去3年間ありません。 

     又、関係当局よりの違反、訴訟等の指摘も、過去3年間ありません。 

     外部からの環境に関する苦情・要望等と緊急事態の発生も有りませんでした。 

 

 

8.代表者による評価及び見直し 

   代表取締役   廣瀬 直樹 

2023年4月3日 

 

弊社の環境目標の基準値は、産業廃棄物の入荷量から目標数値の設定をして

います。 

 

今後も産業廃棄物中間処分業が景気に影響を受けると考えられるなか、入荷

量の増加により環境目標値が未達成となることに加え、事務所の移設が 2020 年

10 月に行われ、電気設備及び上下水道設備も新しく各燃料等使用量の最新デー

ター実績をもとに、新たに基準値の設定をしなければいけなくなりました。自

社の処分場を経由しない収集運搬のみの業務量が増加により燃料の使用量も増

加しており、今まで続けてきたエコアクション２１の取組み実績を生かし、更

なる環境負荷の削減・リサイクル率の向上を社員一丸となって目指していきた

いと思います。 

  

 環境経営システムについて見直しましたが、環境経営方針については変更し

ません。 

 


